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香港税務 

 

2014/15年度予算案 ハイライト 
 
 
2014 年 2 月 26 日、香港特別行政区の財務長官ジョン・ツァン氏は
2014/15年度予算案を発表した。 
 
本稿では予算案で提案されている主要な項目を紹介する。 
 
• 税金減額措置 

 
− 2013/14 年度事業所得税の最終税額の 75%を減額（但し、

10,000香港ドルを上限とする） 
− 2013/14 年度給与所得税及びパーソナルアセスメント課税の最終
税額の 75%を減額（但し、10,000香港ドルを上限とする） 

 
• 以下の手当・所得控除を約 5%増額（次ページの表を参照） 

− 父母/祖父母扶養控除 
− 高齢者在宅介護費用の控除限度額 

 
• 電気自動車の初回登録税の免除措置を 2017年 3月 31日まで延長 

 
• たばこの関税を一本当り 20セント引き上げ 

 
• すべての上場投資信託の売買について印紙税を免除 

 
• その他 

− 2014/15 年度の最初の 2 四半期の不動産税（レーツ）を免除
（但し、課税対象資産一件につき 1 四半期 1,500 香港ドルを上
限とする） 

− 公共住宅の居住者に対する 1 カ月分の家賃補助、香港住宅社会
保障グループ B 不動産に居住する非高齢者に対する 1 カ月分家
賃の 2/3の補助 

− 総合社会保障支援制度の受給者に対する 1 カ月分の標準手当の
追加支給、高齢者手当・高齢者生活手当・障害者手当の受給者
に対する 1カ月分の手当の追加支給 

− 高齢者医療給付制度における年間給付額を一人当たり 2,000 香
港ドルに引き上げ 

− 3 年満期の iBond を 100 億香港ドルを上限として発行。金利は
直前半年間のインフレ率と連動し、半期ごとに支払い。 

− 会社の資金管理活動に係る支払利息の損金算入要件を見直し、
損金算入の基準を明確化する 
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別紙－諸手当、所得控除及び税率の要約 
 
給与所得税 
 
累進税率（前年と変わらず） 

2013/14年度及び 2014/15年度 
課税所得金額（香港ドル） 適用税率 

 0  – 40,000 2％ 
 40,001  – 80,000 7％ 
 80,001  – 120,000 12％ 
 120,001  - 17％ 

 
標準税率（前年と変わらず） 

2013/14年度及び 2014/15年度 
15％ 

 
諸手当及び所得控除 
 2013/14年度 

（香港ドル） 
2014/15年度1 
（香港ドル） 

人的所得控除 
 基礎控除 
 配偶者控除 
 寡婦(夫)控除 
 
子供扶養控除 
 第１子から第９子まで（各一人につき） 
  出生年度 
  出生年度後 
 
父母/祖父母扶養控除（60歳以上） 
 基礎控除 
 付加控除（同居の場合一人につき） 
 
父母/祖父母扶養控除（55-59歳） 
 基礎控除 
 付加控除（同居の場合一人につき） 
 
兄弟/姉妹扶養控除 
 
障害者扶養控除 
 
その他の控除（最高限度額）： 
自己学習費用 
 
住宅ローン支払利息 
 
 
高齢者在宅介護費用 
 
登録済退職金制度への拠出金 
 
指定慈善寄付金 

 
120,000 
240,000 
120,000 

 
 
 

140,000 
70,000 

 
 

38,000 
38,000 

 
 

19,000 
19,000 

 
33,000 

 
66,000 

 
 

80,000 
 

100,000 
（15課税年度） 

 
76,000 

 
15,000 

 
 課税所得の 35％ 

 
120,000 
240,000 
120,000 

 
 
 

140,000 
70,000 

 
 

40,000 
40,000 

 
 

20,000 
20,000 

 
33,000 

 
66,000 

 
 

80,000 
 

100,000 
（15課税年度） 

 
80,000 

 
17,500 

 
課税所得の 35％ 

 
給与所得税及びパーソナルアセスメント課税に関する一時的租税軽減措置 
 
2013/14年度の最終の給与所得税額及びパーソナルアセスメントによる税額につき、その 75％（10,000
香港ドルを上限）を減額することが提案されている 1。  
 
 
 
 
 

                                                
1 施行にあたっては法律改正が必要である。 



 
事業所得税（前年と変わらず） 
 

 2013/14年度及び 2014/15年度 
税率 

法人 16.5％ 
非法人 15％ 

 
事業所得税に関する一時租税減免措置2 
 
2013/14年度の最終の事業所得税につき、その 75％（10,000香港ドルを上限）を減額することが提案
されている。 
 
資産所得税（前年と変わらず） 
 

2013/14年度及び 2014/15年度 
税率 
15％ 

 
不動産税（レーツ）2 
 
予算案では 2014/15年度の最初の 2四半期の不動産税（レーツ）を免除することが提案されている。
但し、各四半期及び各不動産毎に 1,500香港ドルを上限とする。 

 

  

                                                
2 実施にあたっては法律改正が必要である。 



 
本 Tax Analysisはデロイト中国が中国大陸及び香港のクライアント及びスタッフ向けに作成している、一般的な参考目
的のものです。読者の皆様には、このニュースレターに含まれる情報に関して何らかの行動をとる前に、税務アドバイ

ザーのアドバイスを受けることを提案いたします。本 Tax Analysisの内容に関する更なる情報、アドバイス或いはその
他の税務問題に関する分析をご希望される場合、以下の担当者までご連絡ください。 
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